
「原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の継続的な収集及び評価への

反映等のための取組について」に基づく報告について

平成25年4月26日

電源開発株式会社

当社は、原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の継続的な収集及び

評価への反映等のための取組として、平成24年度における取組状況をとりまとめ、本日、

原子力規制委員会へ報告しました。（添付資料参照）

本取組は、経済産業省旧原子力安全・保安院からの指示「原子力施設の耐震安全性に係

る新たな科学的・鼓術的知見の継続的な収集及び評価への反映等のための取組について」（平

成21・04・13原院第3号）（※1）に基づき実施しているものです。

今回の報告では、当社が青森県大間町で建設中の大間原子力発電所に関して耐震安全性

評価への反映が必要となる新知見情報として、津波分野で2件選定しております。

これらの反映が必要な新知見情報については、今後の新規制基準の動向等を踏まえ、大

間原子力発電所の基準津波の策定において、適切に検討、分析及び評価を行い、必要に応

じて対策等に反映していきます。

今後も引き続き研究動向を注視し、耐震安全性に係る信頼性の一層の向上に努めてまい

ります。

（※1）平成21年5月8日付で経済産業省原子力安全・保安院より、原子力施設の耐震安全性に係る新

たな科学的・技術的知見の継続的な収集及び評価への反映等のための取組状況について、翌年度の4月末

日までに報告するよう求める指示。

以上

添付資料：原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の継続的な収集及

び評価への反映等のための取組に基づく報告について



添付資料

原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・鼓術的知見の

継続的な収集及び評価への反映等のための取組に基づく報告について

平成21年5月8日付け指示文書「原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技

術的知見の継続的な収集及び評価への反映等のための取組について」（平成21・04・13

原院第3号）（以下，「指示文書」という。）に基づき，平成24年度の取組状況について，
以下のとおり報告します。

1．耐震安全性に係る新知見の収集について

（l）情報の収集期間及び収集対象

平成24年度（平成24年4月1日～平成25年3月31日）における，国の機関等

の報告，学協会等の大会報告・論文，雑誌等の刊行物，海外情報等（以下，「情報」
という。）について，収集対象とした。

‾‾（添付1）

（2）情報の整理方法

収集した情報から，原子力施設の耐震安全性に関連する可能性のある情報（以下，
「検討対象情報」という。）を抽出し，添付2「原子力施設の耐震性に関する知見の
整理フロー」に従い整理した。

（添付2）

2．指示文書に基づく耐震安全性に係る新知見について

（1）情報の分類

a．共通情報と個別情報

検討対象情報として選定しだ情報を，原子力事業者に共通する情報（以下，丁共

通情報」という。）及び，各サイ’ト・各地域固有の情報（以下，「個別情報」とい
う。）に分類した。

b．スクリーニングによる分類

検討対象情報として選定した情報を，原子力施設への適用範囲・適用条件，耐

震安全性評価への反映の要否等の観点から，以下のとおり分類した。

①反映が必要な新知見情報（報告対象）

客観的な根拠・関連するデータ等の蓄積された新たな知見を含み，国内の原

子力施設であ諸条件を考慮して，適用範囲・適用条件が合致し，耐震安全性評

価及び耐震裕度の評価への反映が必要な情報（現状評価の見直しの必要性があ

るもの）であり，指示文書に基づき報告する必要があると判断した情報。



②新知見関連情報（報告対象）

客観的な根拠・関連するデータ等の蓄積された新たな知見を含むものの，耐

震安全性評価の再評価が必要ない情報（現状評価の見直しの必要がないもの）。

③参考情報（報告対象外）

今後の研究動向等によっては，耐震安全性に対する信頼性や耐震裕度向上に
つながりうる情報。

④検討不要（報告対象外）

基礎的な研究等のため，反映が必要な新知見情報，新知見関連情報及び参考
情報には分類されない情報。

（2）情報の整理

a．共通情報

共通情報に関して，原子力事業者間で検討・整理した結果は，’表1のとおり。

表1各分野における報告情報数（共通情報）

分　　 野
反映が必要な 新知見

新知見情報 関連情報

活断層 0 0

地盤 0 0

地震 ・地震動 0 1 2

建物 ・構築物 0 0

機器 ・配管系 0 0

土木構造物 0 0

津波 0 1

合　　 計 i ．0 1 3　　 1

（添付3）i

b．個別情報

個別情報に関して，検討・整理した結果は，表2のとおり。

なお，反映が必要な新知見情報として，津波の分野に関して，「青森県海岸津

波対策検討会」及び「北海道防災会議地震火山対策部会地震専門委員会　北海道

に津波被害をもたらす想定地震の再検討ワーキンググループ」の2件を選定した。

これらの反映が必要な新知見情報については，今後の新規制基準の動向等を踏

まえ，大間原子力発電所の基準津波の策定において，適切に検討，分析及び評価
を行い，必要に応じて対策等に反映していく。


